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前回審議会の振り返り

令和７年度第３回長野県契約審議会　次第

開会

会議事項

その他

建設工事の総合評価落札方式における評価方法の見直し
（土木一式工事）

建設工事における低入札価格調査制度の見直しについて

日時 令和７年11月14日（金）13時30分～14時30分

開催方法 Web会議

場所 議会増築棟　第１特別会議室（事務局）
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(令和７年度第３回契約審議会 資料)

県の制度
契約審議会　審議事項
◇:R7第2回　□:今回

資
格
審
査

競争入札
参加資格審査

〇入札参加資格 審査
　客観的事項の審査(従業員数、売上高　等)
　総合点に応じて等級(Ａ、Ｂ、Ｃ等)を付与
　総合点＝客観的事項+信州企業評価項目※

※信州企業評価項目
技術力、環境配慮、労働環境整備　等
(例:工事成績、環境認証の取得、週休二日、

労働災害、入札参加資格停止　等)

〇入札参加資格 停止
　契約の相手方として不適当と認める者について
　は、一定期間入札参加資格を停止
　(例:契約不履行、法令違反(労働安全衛生法、建設
　業法、刑法など)　等)

◇入札参加資格に係る信州
企業評価項目の加点状況

入札参加資格
設定等

・原則、県内本店・支店又は営業所
・同種業務の履行実績(必要に応じて)
・適切な予定価格の設定　等

公告
・

入札

〇ダンピング防止
・低入札価格調査制度(失格基準価格の設定　等)
・最低制限価格制度

〇契約方式
・一般競争入札
　　最も有利な条件を提供した者と契約を締結
・受注希望型競争入札
　　入札後に参加資格要件を審査
・総合評価落札方式
　　入札価格と価格以外の要素を総合的に評価
　　合計=価格点+価格以外点※

※価格以外点
工事成績、地域要件、技術者要件　等

・随意契約　等

◇建設工事における低入札価
格調査制度の見直し（案）
□建設工事における低入札価
格調査制度の見直しについて

□建設工事の総合評価落札方
式における評価方法の見直し
（土木一式工事）

契約

〇複数年契約
　長期継続契約、債務負担、ｾﾞﾛ県債　等

〇変更契約
　物価高騰、最低賃金上昇　等

〇賃金実態調査
　賃金状況を調査し、取組に反映

履
行

検査
・

工事成績評定

〇成績評定
　技術力向上・総合評価落札方式での加点　等

①契約の適正化(契約の透明性、公正性の確保　等)

②総合的に優れた契約の締結(価格以外の多様な要素も考慮　等)

③契約内容への配慮(地域における雇用の確保　等)

④事業者の社会貢献活動への配慮(労働環境の整備　等)

入札・契約事務と審議事項の関係

事務の流れ

入
札
・
契
約

(

案
件
ご
と

)

長野県の契約に関する条例　基本理念



資料１

.

項目 意見の要旨 回答・対応案等

２
長野県の契約状況
等の概要

〇建設工事の落札ついて、大規模
災害等もあったところですが、こ
の５年間安定していることについ
て、どのようにお考えですか。
（湯本前委員）

〇長期間同じ制度を運用している
中で、入札参加者も増えており、
安定した制度になってきているた
め落札率は横ばいになっていると
推定しています。
（建設部技術管理室）

○入札参加者について、令和元年
度まで落ち込んでいて、その後は
増えてきていますが、主な要因は
どういうところにあるとお考えで
すか。
（佐々木会長）

○平成30年度から令和２年度にか
けて落札金額が増加しているとこ
ろは、3か年緊急対策等で工事が多
く発注されています。ご質問の
ターニングポイントとしては、そ
ういった補正予算が充当され始め
たというところがあると思いま
す。
（建設部技術管理室）

３(2)
建設工事における
低入札価格調査制
度の見直し（案）

〇見直し後の方式で行うと応札額
が下がっていく傾向になると思わ
れますが、どうお考えですか。
（佐々木会長）

○失格基準価格が上がることで、
それより上に入札してくるように
なりますので、全体的に応札額上
がり、落札率も上がるものと想定
しております。
応札額が下がるようであれば、定
数を見直す必要があると考えてい
ます。
（建設部技術管理室）

３(3)
入札参加資格に係
る信州企業評価項
目の加点状況

○建設工事の新卒者採用が前回比
マイナス9.0、森林整備業務もマイ
ナス4.4ということで著しく低いの
で、全体に辻るのですが人材確保
に関する評価については今後見直
すべきではないでしょうか。
（湯本前委員）

○新たな項目の追加・見直しにつ
いて、関係各課と協議のうえ検討
して参ります。
（会計局契約・検査課）
（建設部技術管理室）
（林務部森林政策課）

○製造の請負等の社員の子育て応
援宣言が314者で、次世代育成支援
対策推進法の計画策定かつ育児・
介護休業法に基づく休暇等制度を
就業規則に規定が79者、育児・介
護休業の取得が141者しかいない状
況です。宣言だけ作って現場は変
わっていないのかなと思ったとこ
ろですが、いかがでしょうか。
（濵委員）

○既に総合評価点がＡの事業者は
申請しても等級が上がりませんの
で、そういった理由で申請しない
事業者も中にはいらっしゃいま
す。
各事業者の取組状況については把
握しておりません。
（会計局契約・検査課）

前回審議会の振り返り
　［令和７年度第２回契約審議会(９月10日）］
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〇算定方法について、算定対象の入札者が５社以上の場合は、その平均価格から「標準  

偏差✕定数」を減算した価格を調査基準価格、失格基準価格とする 

調査基準価格：応札額（算定対象）の平均値－0.5σ 

失格基準価格：応札額（算定対象）の平均値－1.5σ 

〇調査基準価格、失格基準価格の下限値を引き上げるとともに、上限値は設定しない 

調査基準価格の下限値：93.0%（現行 92.0%＋1.0%）  

失格基準価格の下限値：90.5%（現行 89.5%＋1.0%）  

※令和６年度入札案件を新基準により落札額を試算し、現行基準による落札額との

差額割合を算出し、１%の引上げが妥当と判断（受注希望型 571 件で試算）

〇算定対象の入札者が５社未満の場合は、５社以上の場合の下限値を調査基準価

格、失格基準価格とする 

〇総合評価落札方式においては、算定対象の入札者平均価格（現行の調査基準価

格）から新たに算定する調査基準価格までの間の入札者を価格最高点とする 

〇今回の見直しは建設工事を対象とする 

建設部 建設政策課 技術管理室 

【取組番号 16】 

昭和 62 年から低入札価格調査制度を導入し、平成 15 年度から現行の試行要領により運用

しているが、受発注者の事務負担軽減のため、令和２年度から「事前辞退」が可能となったことから、

辞退件数が急増し、自ら積算の廃止や受注者の積算精度の向上により、応札額が調査基準価格

の上限値付近に集中し、そこからわずかに下回った価格でも低入札調査の対象となる事例が発生す

るなどの課題解消のため、調査基準及び失格基準価格の算定方法を見直すものである 

１ 見直し（案）＜※２つ目の項目以外は前回審議と同じ内容のため参考掲載＞ 

２ 今後の予定 

〇見直し後も適正な制度となるよう引き続き入札状況を観察・分析し、必要に応じて定数

を含めた算定方法の見直しを行う 

〇制度の見直し時期は、システム改修等の進捗状況にもよるが、令和 8年 4月改定を目指す 

建設工事における低入札価格調査制度の見直しについて（補足） 

資料２ 
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建設工事　低入札価格調査　事例（旧基準価格ー0.5σ）

契約番号 4-06-00205
部局名称 諏訪建設事務所
課係名称 諏訪建設事務所
入札状況 落札
案件名称 令和５年度　防災・安全交付金　施設機能向上工事　諏訪管内一円
入札方式 受注希望型競争入札
業種 舗装工事
予定価格 12,710,000
調査基準価格 12,000,000
失格基準価格 12,000,000
落札業者名 長野建設(株)
落札金額（税抜） 12,000,000

応札者番号 業者名 応札額 落札率
旧基準
低入判定

新基準
低入判定

予定価格（税抜き） 12,710,000

1 伊那建設(有) 11,890,000 93.55% 失格 失格

2 (株)東信建設 11,990,000 94.34% 失格

3 南信土木 12,000,000 94.41%

4 諏訪重工(株) 12,000,000 94.41%

5 長野建設(株) 12,000,000 94.41%

6 (有)松本組 12,010,000 94.49%

12,000,000 94.41%

12,000,000 94.41%

11,970,000 94.18%

11,930,000 93.86%
新・失格基準価格（案）
（基礎額ー1.5σ)

失格基準額

新・調査基準価格（案）
（旧基準価格ー0.5σ)

低入札調査基準価格
(92.0～94.5%）

①

②
③ ④ ⑤

⑥ 低入札調査基準,

94.41%
失格基準, 94.41%

+1.5σ

-1.5σ

新・調査基準（案）

94.18%

-2.0σ

-1.0σ

93.0%

94.0%

95.0%

96.0%

0 5 10 15 20

応
札

率

応札者番号

応札者の分布

応札率 低入札調査基準 失格基準 +1.5σ

-1.5σ 新・低入基準 -2.0σ -1.0σ

新失格基準（案）

93.86%
失格基準価格下がる傾向
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建設工事　低入札価格調査　事例ー２（旧基準価格ー0.5σ）

4-06-02172
飯田建設事務所
落札
令和６年度　防災・安全交付金（街路）工事　（都）東新町座光寺線　飯田市　上郷４工区
総合評価落札方式
土木一式工事

44,490,000
42,040,000 （旧） （新）
40,930,000 （旧） （新）

（株）宮崎組 （旧） （新）
42,000,000 （旧） （新）

旧基準

業者名 応札額 落札率
旧基準
低入判定

価格点
価格
以外

総合 価格点 総合
新基準
低入判定

44,490,000

1 （株）フクオカ 40,940,000 92.02% 低入 89.59 5.75 95.34 90.06 95.81 低入

2 大分工業（株） 41,160,000 92.52% 低入 90.07 6.06 96.13 90.55 96.61 低入

3 （株）ながさき 41,580,000 93.46% 低入 90.99 6.20 97.19 91.47 97.67 低入

4 （有）佐賀工務所 41,590,000 93.48% 低入 91.02 5.36 96.38 91.49 96.85 低入

5 熊本建設（株） 41,900,000 94.18% 低入 91.69 6.86 98.55 92.00 98.86 辞退

6 （株）宮崎組 42,000,000 94.40% 低入 91.91 6.45 98.36 92.00 98.45 落札

7 沖縄建設（株） 42,030,000 94.47% 低入 91.98 5.31 97.29 92.00 97.31

8 （株）愛媛組 42,090,000 94.61% 91.89 6.00 97.89 91.41 97.41

9 高知建設（株） 42,090,000 94.61% 91.89 5.75 97.64 91.41 97.16

10 徳島建設（株） 42,200,000 94.85% 91.65 4.95 96.60 91.17 96.12

11 香川建設（有） 42,300,000 95.08% 91.43 6.85 98.28 90.96 97.81

12 鳥取建設（株） 42,360,000 95.21% 91.31 3.50 94.81 90.83 94.33

13 岡山建設（株） 42,440,000 95.39% 91.13 4.75 95.88 90.66 95.41

14 島根建設（株） 42,500,000 95.53% 91.00 4.85 95.85 90.53 95.38

15

42,040,000 94.49% （従来）

40,930,000 92.00% （従来）

41,820,000 94.00% （新）

41,040,000 92.25%

41,260,000 92.74% （新）

41,490,000 93.26%

新・失格基準価格（案）
（基礎額ー1.5σ)

新・失格基準価格（案）
（基礎額ー1.0σ)

契約番号
部局名称
入札状況

落札業者名
落札金額（税抜）

新・調査基準価格（案）
（旧基準価格ー0.5σ)

新・失格基準価格（案）
（基礎額ー2.0σ)

低入札調査基準価格
(92.0～94.5%）

失格基準額

新基準

応札者No.

予定価格（税抜き）

案件名称
入札方式
業　　種
予定価格

調査基準価格
失格基準価格

41,820,000
41,260,000

熊本建設（株）
41,900,000

新失格基準（案）

92.74%

◎低入札調査基準の見直しにより⑤⑥⑦は調査対象外となった

◎価格点の計算方法見直しにより⑤⑥⑦は価格点が満点に

◎失格基準の見直しで①②は失格

新価格点満点範囲

低入で「辞退」したが、新基準では

調査対象外なので候補になり得る

予定価格

-0.5δ -0.4δ -0.3δ
1 40,940,000 92.02% 低入 低入 低入 低入
2 41,160,000 92.52% 低入 低入 低入 低入
3 41,580,000 93.46% 低入 低入 低入 低入
4 41,590,000 93.48% 低入 低入 低入 低入
5 41,900,000 94.18% 低入 低入
6 42,000,000 94.40% 低入 落札
7 42,030,000 94.47% 低入
8 42,090,000 94.61%
9 42,090,000 94.61%
10 42,200,000 94.85%
11 42,300,000 95.08%
12 42,360,000 95.21%
13 42,440,000 95.39%
14 42,500,000 95.53%

44,490,000

鳥取建設(株)
岡山建設(株)
島根建設(株)

香川建設(有)

備考

(株)フクオカ
大分工業(株)
(株)ながさき
(有)佐賀工務所
熊本建設(株)

新基準

(株)宮崎組
沖縄建設(株)
(株)愛媛組
高知建設(株)
徳島建設(株)

番号 業者名 応札額 落札率 旧基準

①

② ③

④
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00263542
テキスト ボックス
説明資料②


00263542
テキスト ボックス
（総合評価）


00263542
テキスト ボックス
※前回説明資料の抜粋




 

建設部  建設政策課  技術管理室  

 

 

 

【取組番号 31】 

建設工事の土木一式工事において、企業の技術力を適切に評価するため、総合評価

落札方式の加点項目である工事成績の評価方法を見直したい。 

１ 現状 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

   

２ 見直し内容  

 

 

 

 

 

 

 
 

3 効果 

 
  

4 実施時期 

 

総合評価落札方式の土木一式工事において、工事成績点の対象工事の業種区分は、

「土木一式工事のみ」を基本としたい。 

【現行】                          【見直し案】  

業種  工事成績点   業種  工事成績点  

（土木一式）  85  土木一式  85 

建築一式  83  建築一式  83 

電気  78  電気  78 

管  78  管  78 

現状土木一式  81(上記平均）   

 
 
 
 

 

建設工事の総合評価落札方式における 

評価方法の見直し（土木一式工事） 

 

○ 総合評価落札方式の建設工事の業種は、土木一式工事が最多  

○ 土木一式工事は、受注したすべての工事の工事成績点の平均で企業を評価  

○ 専門性が高い工事（とび・土工・コンクリート工事、舗装工事など）は、業種別の工事

成績点により企業を評価  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料３ 

評価対象業種を土木一式工事のみにすることで、企業の技術力を適切に評価することができ

るため、一層の品質の確保を図ることができる。 

令和８年１月１日の入札公告案件からの適用を予定  
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※ 1 対象期間  

2021.4～ 2025.3 

 

※ 2 工事件数 50 件以上の  

業種を表示  
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